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埼玉県労働セミナー
仕事と育児・病気治療・健康の両立支援②

（育児との両立）
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第Ⅱ部:政府の取組・企業に期待されること
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１．改正育児・介護休業法のポイント

①柔軟な働き方を実現する等の措置が事業主の義務となる
②所定労働の制限（残業免除）の対象が拡大
③育児のためのテレワークが事業主の努力義務に
④子の看護休暇の見直し
⑤仕事と育児の両立に関する意向聴取・配慮が事業主の義務となる
⑥育児休業取得状況の公表が、300人超企業に拡大される

出所:厚生労働省 リーフレット「育児介護休業法、次世代育成支援対策推進改正のポイントのご案内」
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１．改正育児・介護休業法のポイント

①柔軟な働き方を実現する等の措置等が事業主の義務となる

• 3歳以上、小学校就学前の子を養育する労働者に柔軟な働き方を実現するための措置
• 事業主が選択した措置について、労働者に対する個別の周知・意向確認の措置

• 事業主は • 始業時刻等の変更
• テレワーク等（10日/月）
• 保育施設の設置運営等
• 新たな休暇の付与（10日/年）
• 短時間勤務制度

の中から2以上の制度を選択して措置する必要がある。
• 労働者は、事業主が講じた措置の中から１つを選択して利用することができる。
• 事業主が措置を選択する際、過半数組合等からの意見聴取の機会を設ける必要がある。
• 個別周知・意向確認の方法は、今後、省令により、面接、書面交付等とする予定。

フルタイムでの柔軟な働き方
※テレワークと新たな休暇の付与は、原則、時
間単位で取得可。（詳細は省令）

出所:厚生労働省 リーフレット「育児介護休業法、次世代育成支援対策推進改正のポイントのご案内」

施行日:公布後1年6か月以内の政令で定める日
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１．改正育児・介護休業法のポイント
②所定労働の制限（残業免除）の対象が拡大

3歳に満たない子を養育する労働者は、請求
すれば、所定外労働の制限（残業免除）を受
ける事が可能

• 小学校就学前の子を養育する労働者が、
請求可能に。

②所定労働の制限（残業免除）の対象が拡大

③育児のためのテレワークが事業主の努力義務に

• 3歳に満たない子を養育する労働者が、テレワークを選択できるように措置を講じること
が、事業主に努力義務化される。

施行日2025年4月1日
改正前 改正後

施行日2025年4月1日

出所:厚生労働省 リーフレット「育児介護休業法、次世代育成支援対策推進改正のポイントのご案内」
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１．改正育児・介護休業法のポイント
④子の看護休暇の見直し

【名称】
• 子の看護休暇

【対象となる子の範囲】
• 小学校就学の始期に達するまで

【取得理由】
• 病気・けが
• 予防接種・健康診断

【労使協定の締結により除外できる労働者】
（１）引き続き雇用された期間が6か月未満
（２）週の所定労働日数が2日以下

改正前 改正後

【名称】
• 子の看護等休暇

【対象となる子の範囲】
• 小学校3年生終了まで延⾧

【取得理由】
• 感染症に伴う学級閉鎖等
• 入学（入園）式、卒業式を追加

【労使協定の締結により除外できる労働者】
（１）を撤廃し、（２）のみに
（週の所定労働日数が2日以下）

出所:厚生労働省 リーフレット「育児介護休業法、次世代育成支援対策推進改正のポイントのご案内」

施行日2025年4月1日
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１．改正育児・介護休業法のポイント

出所:厚生労働省 リーフレット「育児介護休業法、次世代育成支援対策推進改正のポイントのご案内」
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１．改正育児・介護休業法のポイント
⑤仕事と育児の両立に関する意向聴取・配慮が事業主の義務となる

• 妊娠・出産の申出時や子が３歳になる前に、労働者の仕事と育児の両立に関する個別の意
向聴取・配慮が事業主に義務付けられる。

• 意向聴取の方法は、省令により、面談や書面交付等になる予定。
• 具体的な配慮の例として、自社の状況に応じて、勤務時間帯・勤務地にかかる配置、業務量の調整、

両立支援制度等の利用期間等の見直し、労働条件の見直し等を指針で示す予定。

さらに配慮にあたって、望ましい対応として、

＊子に障害がある等の場合で希望するときは、短時間勤務や子の看護休暇等の利用期間
を延⾧すること

＊ひとり親家庭の場合で、希望するときは、子の看護休暇等日数に配慮すること

等を指針で示す予定。

出所:厚生労働省 リーフレット「育児介護休業法、次世代育成支援対策推進改正のポイントのご案内」

施行日:公布後1年6か月以内の政令で定める日
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１．改正育児・介護休業法のポイント

出所:厚生労働省 リーフレット「育児介護休業法、次世代育成支援対策推進改正のポイントのご案内」

⑥育児休業等取得状況の公表が、300人超企業に拡大される

• 従業員数300人超の企業に、育児休業等の取得の状況を公表することが義務付けられる。
（現行では、1,000人超の企業に公開が義務付けられている。）

• 公表の内容は、公表を行う日の属する事業年度の直前の事業年度（公表前事業年度）における次の①
または②のいずれかの割合を指す。

①育児休業等の取得割合 ②育児休業等と育児目的休暇の取得割合

育児休業等を取得した男性労働者の数

配偶者が出産した男性労働者の数

育児休業を取得した男性労働者の数
＋

小学校就学前の子の育児を目的とした
休暇制度を利用した男性労働者の数

配偶者が出産した男性労働者の数
※育児休業等とは、
• 育児・介護休業法に規程する育児休業（産後パパ育休を含む）
• 法第23条第2項（3歳未満の子を育てる労働者について所定労働時間の短時間措置を講じない場合の代替え措置義務）又は法第24条第1項

（小学校就学前の子を育てる労働者に関する努力義務）の規定に基づく措置として育児休業に準ずる措置を講じた場合は、その措置に基
づく休業



11出所:厚生労働省

①柔軟な働き方を実現する等の措置が事業主の義務となる



12出所:厚生労働省



13出所:厚生労働省



14出所:厚生労働省



15出所:厚生労働省

２ 両立支援等助成金

https://www.mhlw.go.jp/content/001226123.pdf



16出所:こども家庭庁 こども未来戦略方針 概要 (cfa.go.jp)

３ こども未来戦略
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３ こども未来戦略

出所:こども未来戦略（リーフレット等）｜こども家庭庁 (cfa.go.jp)
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出典:こども家庭庁
こども未来戦略MAP
改訂版 (cfa.go.jp)



19出典:政府広報オンライン

政府広報提供番組「ミライの歩き方」



20出典:政府広報オンライン

国の取組がわかるムービー
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企業に期待されること

１ 男性育休取得の促進
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１ 男性育休取得の促進

出所:

男性が育休を取得すると・・・
• 早く家に帰ることを意識する
• 仕事の効率化を考える
• より多くの休暇を取得するよ
うになった

• 会社への帰属意識が
高まる

• 会社に仕事で応えたい
と思う

会社にも家庭にも良い
影響が!

出所:三菱UFJリサーチコンサルティング「仕事と育児の両立に関する実態把握のための調査研究事業報告書」（平成29年度）
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１ 男性育休取得の促進

出所:日本総研（株）JRIレビュー 2022 Vol4. No.99「男性育休取得を阻む要因とその解決策」をもとに作成

 仕事と育児の両立に関する従業員への実情を認識したうえで、仕事と育児を両立するための適切な施策の検
討・取り組みを講じることで、従業員が自分の能力を最大限に発揮できる環境を提供できる。

本人（家族）に取得したいと言う意志があるか
 収入を減らしたくなかったから 41.4%
 自分にしかできない仕事や担当している仕事があっ

たから 21.7%
 残業が多い等、業務が繁忙であったから 20.8%

制度が整っているか
 会社で育児休業制度が整備されていなかった

21.7%

企業に育休を取得しやすい雰囲気や上司の理解があるか
 職場が育児休業を取得しずらい雰囲気だったから、

または会社や上司、職場の育児休業取得への理解が
無かったから

従業員が育児休業を取得しなかった理由 企業に期待される取組
 少子化が及ぼす企業への影響は倒産も視野に

入る重要な課題であることから、仕事と育児
両立を支援するトップダウンのメッセージを
発信する。

 「育児休業制度の周知と育児休業取得意向」
を新たに子を持つ男女全ての労働者にしっか
り行う。有期雇用であっても制度利用が可能
な旨、企業で定める「育児休業制度」に明文
化する。

 男女共に育児休業を取得するのが当たり前の
職場にするために、経営層・管理職にも「柔
軟な働き方」に関する情報を提供し、働き方
改革を一層促進する。

 「共働き・共育て」の指針に沿い、夫婦共に
参加できる「両親学級」の開催など、情報を
提供する。

 育児に関する相談窓口の周知を行う。
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１ 男性育休取得の促進

出所:

 育児休業取得者（男性）のメリット

出所:厚生労働省 社内研修資料について｜男性の育休に取り組む｜育てる男が、家族を変える。社会が動く。イクメンプロジェクト (mhlw.go.jp)
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１ 男性育休取得の促進

出所:

 妻にとってのメリット

出所:厚生労働省 社内研修資料について｜男性の育休に取り組む｜育てる男が、家族を変える。社会が動く。イクメンプロジェクト (mhlw.go.jp)
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１ 男性育休取得の促進

出所:

 同僚にとってのメリット

出所:厚生労働省 社内研修資料について｜男性の育休に取り組む｜育てる男が、家族を変える。社会が動く。イクメンプロジェクト (mhlw.go.jp)
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１ 男性育休取得の促進

出所:

 企業・職場にとってのメリット

出所:厚生労働省 社内研修資料について｜男性の育休に取り組む｜育てる男が、家族を変える。社会が動く。イクメンプロジェクト (mhlw.go.jp)

▶男性の育児参加への理解が深まり、職場の雰囲気が変わる!
▶仕事の進め方を見直すきっかけに

 業務引継ぎの際に、業務の棚卸し・見える化を行うことで、「本当に必要な業務」がわかる
 業務マニュアルの作成等により、業務の属人化も排除

▶仕事の効率性が向上
   各人が「残業しない」との意識で業務を行うことで、業務効率が向上、⾧時間労働の抑制も!
▶会社に対する満足度・帰属意識の向上

…加えて、会社の取組を公表・アピールすることで、企業イメージの向上や人材確保にも寄与
  従業員も経営者も納得した働き方改革は、人材不足解消に効果大

さらに・・・
▶従業員の多様な事情に配慮した制度の導入、取組実施により、離職率が低下

 従業員の定着率向上で知識・ノウハウが蓄積すれば、業務効率も向上!

男性の育児休業取得・仕事と育児の両立によるメリット!メリット!
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１ 男性育休取得の促進

出所:

 同僚のポイント

▶自身がサポートを受ける立場になる可能性を踏まえ、同僚のサポートを

育児や介護だけでなく、怪我や病気による入院など、

いつ何時、自分がサポートを受ける側に回るかわかりません

「お互い様」でサポートしあえる環境をぜひ作ってください

育児休業取得者の業務を引き継ぎ、新しい仕事を担う場合は、

スキルアップのチャンスと捉えましょう

▶時間に制約がない人も、効率のよい仕事の仕方を考え、⾧時間労働を抑制しましょう

「仕事が多くて、残業しないなんて無理」と決めつけていませんか?

本当に必要な仕事、仕事の期限、クオリティを見直して効率的に仕事をしましょう

▶困ったことがあったら、一人で悩まず、上司・同僚に相談しましょう

「みんな忙しいから」といって一人で抱え込まず、

周囲に相談してください

みんなで考えれば解決策もきっと見つかります

ポイント!

出所:厚生労働省 社内研修資料について｜男性の育休に取り組む｜育てる男が、家族を変える。社会が動く。イクメンプロジェクト (mhlw.go.jp)
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１ 男性育休取得の促進

出所:

 経営者・管理職のポイント

・イクボスになろう!!

イクボスとは・・・部下の育休取得や短時間勤務などがあっても、業務を滞りなく進めるために業務効率を上げ、
仕事と私生活を両立できるように配慮し、自らも仕事とプライベートを充実させている管理職

STEP①:上司自ら連続休暇取得を宣言

STEP②:部下にも連続休暇申請を出すよう働きかける

（⾧時間働ける部下にも「仕事以外の経験が仕事に活きる」「制度はみんなで使うもの」と伝えながら）

STEP③:職場メンバー全員の休暇を計画的に組み、職場メンバー全員の休暇計画をシェア

STEP④:有給休暇取得日数を引いた営業日で業務を進めるための方法を職場メンバー全員で考え、1つずつ実行

「家事・育児があるのに仕事が多くて
なかなか帰れない」という不満が増加

職場メンバー全員に私生活の時間を。限られた時間で成果を出す職場へ

ポイント!

ワーク・ライフ・バランスが必要

でも・・・

【子育て中の部下】

ワーク・ライフ・バランスを気にしていない

でも・・

【⾧時間働ける部下】

組織は分裂
の危機!?

そのために例えば・・・

出所:厚生労働省 社内研修資料について｜男性の育休に取り組む｜育てる男が、家族を変える。社会が動く。イクメンプロジェクト (mhlw.go.jp)

経営者・管理職向け：男性の育児
休業取得促進研修資料
(mhlw.go.jp)
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１ 男性育休取得の促進

出所:厚生労働省 社内研修資料について｜男性の育休に取り組む｜育てる男が、家族を変える。社会が動く。イクメンプロジェクト (mhlw.go.jp)

 経営者・管理職のポイント

２

会議のムダ取り
会議の目的やゴールを示し、終了時間が守られ
ている

社内資料の削減
職場内での作成資料の分量は適切である

書類の整理整頓
共有キャビネットは整理整頓され、必要なものが
すぐに探せる

標準化・マニュアル化
大きな仕事が終わった際には概要報告をまとめ、
業務の手順書は、他人が見てもわかるように作成
している

労働時間を適切管理
上司は部下の日々の労働時間を把握し、
負荷が集中している部下のサポートをしている

業務分担の適正化
業務分担に偏りがないか常に見直し、特定の人が残
業や深夜業をおこなうようなことはない

担当以外の業務を知る
担当業務だけでなく周辺の業務に関する知識を身に
つけている

スケジュール共有化
上司と部下、部下同士で、日々のスケジュールを
確認している

「がんばるタイム」の設定
電話対応等にさえぎられず、担当業務に集中できる
時間がある

仕事効率化策の共有
仕事が早い人の業務の進め方を、職場内で共有して
いる

１ ６

７

３ ８

４ ９

５ １０

イクボス10の実践 ～まずここから始めてみよう

経営者・管理職向け：男性の育児
休業取得促進研修資料
(mhlw.go.jp)
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１ 男性育休取得の促進

出所:

 男性が育児休業を取得出来る企業・職場は危機に強い

出所:厚生労働省 社内研修資料について｜男性の育休に取り組む｜育てる男が、家族を変える。社会が動く。イクメンプロジェクト (mhlw.go.jp)
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１ 男性育休取得の促進
 女性キャリアの視点

出所:厚生労働省 社内研修資料について｜男性の育休に取り組む｜育てる男が、家族を変える。社会が動く。イクメンプロジェクト (mhlw.go.jp)
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１ 男性育休取得の促進

出所:

 男性育休取得による職場への影響

出所:厚生労働省 社内研修資料について｜男性の育休に取り組む｜育てる男が、家族を変える。社会が動く。イクメンプロジェクト (mhlw.go.jp)
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まとめ

• 人口減少社会は、必ず超高齢化社会を伴い、国の経済へ多大な影響を及ぼすな
ど、国の存続にかかわるきわめて深刻な問題である。

• 生産年齢人口は減少の一途をたどり、それは、企業にとって、人材不足を招
く。

• 人材不足による倒産件数が増加するなど、人材不足は、企業に取って死活問題
である。

• 若い世代が出産・育児を経済的リスクと考え、将来に不安を抱えながら、仕事
か出産・育児かの2者択一を迫られている状況を変える必要がある。

• また、晩婚化、晩産化が進み、仕事と育児だけでなく、介護も担っているダブ
ルケアラーも増えつつあり、2人目の出産をためらわざるを得ない状況もある。

• 政府は、改正育児・介護休業法、子ども未来戦略、男性育児休業促進など働き
ながら出産・育児が出来るように支援策を打ち出している。

• 企業は、これらの支援策を活用し、育児をしつつ、就業継続が出来る環境を整
備する必要がある。
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